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学校は今…
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ⅠⅠ．特殊教育から特別支援教育へ．特殊教育から特別支援教育へ
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義務教育段階の全児童生徒数　１０７４万人

（※２を除く数値は平成２１年５月１日現在）
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自閉症
情緒障害
学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ ＡＤＨＤ）

0.58％
（約６万２千人）

0.50％

（約２５万１千人）

※２

2.34％

（約５万４千人）

※１

視覚障害 肢体不自由 　
聴覚障害　病弱・身体虚弱

　　　　　知的障害　言語障
害　

自閉症・情緒障害 1.26％

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱　

特別支援学級

通常の学級

通級による指導

（約１３万５千人）

※１　ＬＤ（Learning  Disabilities）：学習障害
　　　ＡＤＨＤ（Attention-Deficit / Hyperactivity  Disorder) ：注意欠陥多動性障害

※２　この数値は、平成１４年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

　１．特別支援教育の対象
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全国実態調査結果　H１４

行動面で著しい困難

（２．９％）

学習面で著しい困難
（４．５％）

学習面及び行動面の双方で
著しい困難（１．２％）

学習面や行動面で著しい困難（６．３％）



※平成18年度までの表記は盲学校、聾学校及び養護
　学校とする。以下同じ。① 特別支援学校の現状 （平成21年5月1日現在）

視覚障害 聴覚障害 知的障害 肢体不自由 病弱・身体虚弱 計

学 校 数 83 116 632 295 129 1,030

在籍者数 5,798 8,461 102,084 31,086 18,926 117,035

※注：平成19年度以降の数値は、複数の障害種に対応できる特別支援学校制度へ転換したため、幼児児童生徒の障害種は学級編制に

　より集計し、学校数については、対応している障害種毎に集計した。そのため、重複障害学級在籍者および複数の障害種に対応して
　　　いる学校についてはそれぞれの障害種に重複してカウントしているため、各障害種の数値の合計は特別支援学校の計とは一致しない。
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② 特別支援学級の現状（平成21年5月1日現在）
　　特別支援学級は、障害の比較的軽い子どものために小・中学校に障害の種別ごとに置かれる
少人数の学級（８人を上限）であり、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱、弱視、難聴、言語障
害、自閉症・情緒障害の学級がある。　

特別支援学級数及び特別支援学級在籍者数の推移
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知的障害 肢体不自由 病弱・
身体虚弱

弱視 難聴 言語障害 自閉症・
情緒障害

計

学 級 数 21,779 2,536 1,153 298 714 488 15,099 42,067

在籍者数 75,810 4,221 2,117 359 1,216 1,488 49,955 135,166

････



③ 通級による指導の現状
　 通級による指導は、小・中学校の通常の学級に在籍している障害の軽い子どもが、ほとんどの

授業を通常の学級で受けながら、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）
で受ける指導形態である。通級の対象は、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障害（ＬＤ）、注意
欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）、弱視、難聴などである。

・
・
・

・
・
・

通級による指導対象児童生徒数の推移
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※各年度５月１日現在
※「難聴その他」は難聴、弱視、肢体不自由及び病弱・身体虚弱の合計
※「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成１８年度から新たに通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定
　（併せて「自閉症」も平成１８年度から対象として明示：平成１７年度以前は主に「情緒障害」の通級指導の対象として対応）

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）

通級による指導を受けている児童生徒数の推移（公立小・中学校合計）
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ⅡⅡ．学校がしなければならないこと．学校がしなければならないこと



１．学校教育法　第８１条１．学校教育法　第８１条

 小学校、中学校、高等学校、中等教育小学校、中学校、高等学校、中等教育
学校及び幼稚園においては、次項各号学校及び幼稚園においては、次項各号
のいずれかに該当する児童、生徒及びのいずれかに該当する児童、生徒及び
幼児幼児その他教育上特別の支援を必要とその他教育上特別の支援を必要と
するする児童、生徒及び幼児に対し、児童、生徒及び幼児に対し、文部科文部科
学大臣の定めるところにより、学大臣の定めるところにより、障害によ障害によ
る学習上又は生活上の困難を克服するる学習上又は生活上の困難を克服する
ためのための教育を行うもの教育を行うものとする。とする。



２．小・中学校等学習指導要領の改訂２．小・中学校等学習指導要領の改訂

 小・中学校等において、計画的、組織的に小・中学校等において、計画的、組織的に
指導内容や指導方法の工夫を行うことを明指導内容や指導方法の工夫を行うことを明
示。示。

 個別の指導計画、個別の教育支援計画を個別の指導計画、個別の教育支援計画を
例示。例示。

 交流及び共同学習の一層の推進を明示。交流及び共同学習の一層の推進を明示。



小学校　総則　配慮事項　２（７）小学校　総則　配慮事項　２（７）

 障害のある児童などについては、障害のある児童などについては、特別支援特別支援
学校等の助言又は援助を活用しつつ、例え学校等の助言又は援助を活用しつつ、例え
ば指導についての計画又は家庭や医療、福ば指導についての計画又は家庭や医療、福
祉等の業務を行う関係機関と連携した支援祉等の業務を行う関係機関と連携した支援
のための計画を個別に作成のための計画を個別に作成することなどによすることなどによ
り、個々の児童の障害の状態等に応じた指り、個々の児童の障害の状態等に応じた指
導内容や指導方法の工夫を導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的計画的、組織的
に行うこと。特に、特別支援学級又は通級にに行うこと。特に、特別支援学級又は通級に
よる指導については、教師間の連携に努め、よる指導については、教師間の連携に努め、
効果的な指導を行うこと。効果的な指導を行うこと。



2(12)2(12)
 学校がその目的を達成するため，学校がその目的を達成するため， 地域地域

や学校の実態等に応じ，家庭や地域のや学校の実態等に応じ，家庭や地域の
人々の協力を得るなど家庭や地域社会人々の協力を得るなど家庭や地域社会
との連携を深めること。また，との連携を深めること。また， 小学校間，小学校間，
幼稚園や保育所，幼稚園や保育所， 中学校及び特別支援中学校及び特別支援

学校などとの間の連携や交流を図るとと学校などとの間の連携や交流を図るとと
もに，もに， 障害のある幼児児童生徒との交障害のある幼児児童生徒との交

流及び共同学習流及び共同学習や高齢者などとの交流や高齢者などとの交流
の機会を設けること。の機会を設けること。



３．教育課程の特例など３．教育課程の特例など
　　　　　　　　　　　　（学習指導要領解説）　　　　　　　　　　　　（学習指導要領解説）
①①　特別支援学級　特別支援学級

・特別支援学級において特別の教育課程を編成す・特別支援学級において特別の教育課程を編成す
る場合には，学級の実態や児童の障害の程度等る場合には，学級の実態や児童の障害の程度等
を考慮の上，特別支援学校小学部・中学部学習を考慮の上，特別支援学校小学部・中学部学習
指導要領を参考とし，例えば障害による学習上指導要領を参考とし，例えば障害による学習上
又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指
導領域である「自立活動」を取り入れたり，各導領域である「自立活動」を取り入れたり，各
教科の目標・内容を下学年の教科の目標・内容教科の目標・内容を下学年の教科の目標・内容
に替えたり，各教科を知的障害者である児童をに替えたり，各教科を知的障害者である児童を
教育する特別支援学校の各教科に替えたりする教育する特別支援学校の各教科に替えたりする
などして，実情に合った教育課程を編成する必などして，実情に合った教育課程を編成する必
要がある。要がある。



②②　通級による指導　通級による指導
 指導に当たっては，特別支援学校小学部・中学部指導に当たっては，特別支援学校小学部・中学部
学習指導要領を参考とし，例えば，障害による学習学習指導要領を参考とし，例えば，障害による学習
上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指
導領域である「自立活動」の内容を取り入れるなど導領域である「自立活動」の内容を取り入れるなど
して，個々の児童の障害の状態等に応じた具体的して，個々の児童の障害の状態等に応じた具体的
な目標や内容を定め，学習活動を行うことになる。な目標や内容を定め，学習活動を行うことになる。
また，これに加えて，特に必要があるときは，特別また，これに加えて，特に必要があるときは，特別
の指導として，児童の障害の状態に応じて各教科の指導として，児童の障害の状態に応じて各教科
の内容を補充するための指導を一定時間内においの内容を補充するための指導を一定時間内におい
て行うこともできることになっている。て行うこともできることになっている。



③③　通常の学級における配慮　通常の学級における配慮

 （特別の教育課程編成は不可）（特別の教育課程編成は不可）

 小学校には，特別支援学級や通級による指導を小学校には，特別支援学級や通級による指導を
受ける障害のある児童とともに，通常の学級にも受ける障害のある児童とともに，通常の学級にも
LDLD（学習障害），（学習障害），ADHDADHD（注意欠陥多動性障害），（注意欠陥多動性障害），

自閉症などの障害のある児童が在籍していること自閉症などの障害のある児童が在籍していること
があり，これらの児童については，障害の状態等があり，これらの児童については，障害の状態等
に即した適切な指導を行わなければならない。に即した適切な指導を行わなければならない。

 （前略）このような指導は，特別支援学校や特別支（前略）このような指導は，特別支援学校や特別支
援学級で行われてきており，それらを参考とするな援学級で行われてきており，それらを参考とするな
どして，それぞれの学校や児童の実態に応じた指どして，それぞれの学校や児童の実態に応じた指
導方法を工夫することが効果的と考えられる。導方法を工夫することが効果的と考えられる。



○○　発達障害への配慮：小学校　発達障害への配慮：小学校

 読み書きや計算などに困難があるＬＤ読み書きや計算などに困難があるＬＤ
（学習障害）の児童についての（学習障害）の児童についての国語科に国語科に
おける書き取りや算数科における筆算おける書き取りや算数科における筆算
や暗算の指導や暗算の指導など，教師の適切な配慮など，教師の適切な配慮
等により対応することが必要である。等により対応することが必要である。

 さらに，さらに，ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）
や自閉症の児童に対して，話して伝えるや自閉症の児童に対して，話して伝える
だけでなく，メモや絵などを付加するだけでなく，メモや絵などを付加する指指
導などの配慮も必要である。導などの配慮も必要である。



　　○　発達障害への配慮：中学校○　発達障害への配慮：中学校

 読み書きや計算などに困難がある読み書きや計算などに困難があるLDLD（学習（学習

障害）の生徒についての国語科における書き障害）の生徒についての国語科における書き
取りや数学科における計算の指導，取りや数学科における計算の指導，外国語外国語
科における読み書き科における読み書きの指導など，教師の適切の指導など，教師の適切
な配慮により対応することが必要である。な配慮により対応することが必要である。

 さらに，さらに，ADHDADHD（注意欠陥多動性障害）や自閉（注意欠陥多動性障害）や自閉

症の生徒に対して，話して伝えるだけでなく，症の生徒に対して，話して伝えるだけでなく，
メモや絵などを付加する指導などの配慮も必メモや絵などを付加する指導などの配慮も必
要である。要である。



(4) 障害のある児童生徒に係る学習評価の考え方

は、障害のない児童生徒に対する学習評価の考え
方と基本的に変わるものではないが、児童生徒の
障害の状態等を十分理解しつつ、様々な方法を用
いて、一人一人の学習状況を一層丁寧に把握する
ことが必要であること。また、特別支援学校につい
ては、新しい学習指導要領により個別の指導計画
の作成が義務付けられたことを踏まえ、当該計画
に基づいて行われた学習の状況や学習の結果の
評価を行うことが必要であること。　

（平成２２年５月１１日付け２２文科初第１号）

４．障害のある児童生徒に係る学習評価の考え方
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観点別学習状況の評価の在り方①観点別学習状況の評価の在り方①

基礎的・基本的な知識・技能

課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等

主体的に学習に取り組む態度

及び

で評価

学力の３つの要素との整理

新学習指導要領を踏まえた観点の設定

で評価

※　各教科の評価の観点は上に示した観点を基本としつつ教科の特性に応じて設定

新しい観点

「関心・意欲・態度」 「思考・判断・表現」 「技能」 「知識・理解」

「思考・判断・表現」

「技能」 「知識・理解」

「関心・意欲・態度」

で評価

○　各教科の内容等に即して思考・判断したことについて，その内容を言語活動を中心とする

表現に 係る活動と一体的に評価する観点として「思考・判断・表現」を設定　　　

○　従来の「技能・表現」の観点の「表現」との混同を避けるため，「技能」に改める



○○通常の学級に在籍する特別な支援を必要通常の学級に在籍する特別な支援を必要
とする児童生徒に対する学習評価上の配慮とする児童生徒に対する学習評価上の配慮

 その評価の考え方については、障害のない児童生
徒に対する評価の考え方と基本的に変わりがない
が、配慮を行うことが必要である。

 例えば、読み書きに困難のあるＬＤのある児童生徒
は、読み書きを中心とする方法によって各教科の学
習内容の定着を確かめようとすると、十分に定着し
ていないように見えることがある。そのような場合に
は、試験の問題用紙の漢字に振り仮名をふったり、
用紙を拡大して読みやすくしたりするような工夫や、
口頭試問によって学習内容の定着を確認すること
なども考えられる。



 ＡＤＨＤのある児童は、各教科が対象としてい
る学習内容に非常に強い関心をもっているに
もかかわらず、課題に取り組む際に意欲的な
態度が長続きしない場合がある。そのような
場合には、表面的な状況のみに着目すること
なく、より一層丁寧に内面をとらえることがで
きるように努める必要がある。

 障害のある児童生徒は、特定の能力の習得
が難しかったり、得意なことと不得意なことの
差が極端に大きかったりすることがある。した
がって、一人一人の児童生徒のよい点や可
能性、進歩の状況について評価する個人内
評価が特に重要である。



ⅢⅢ．先進的な取組例．先進的な取組例

１．幼稚園では１．幼稚園では

２．小学校では２．小学校では

３．中学校では３．中学校では

４．高等学校では４．高等学校では

５．大学・専門学校では５．大学・専門学校では



ⅣⅣ．課題または弊害．課題または弊害

１．専門的な指導１．専門的な指導

２．ラベリングと分離２．ラベリングと分離

３．高等学校と特別支援学校高等部３．高等学校と特別支援学校高等部



ⅤⅤ．もっと大きな波が？．もっと大きな波が？



　（１）障害者の権利に関する条約①

・平成１８年１２月　　　 国連総会において採択
・平成１９年９月２８日　 署名
・平成２０年5月３日　　 発効　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　※計1４４ヵ国・機関が署名済み、うち８７カ国が批准

　　　（平成22年7月現在）

１　経　緯

　障害者の尊厳、自律及び自立、差別されないこと、社会参加等を一般原則として規定し、障害者に保障さ
れるべき個々の人権及び基本的自由について定めた上で、これらを確保し促進するための措置を締約国
がとること等を定めている。

２　概　要

　可能な限り早期の締結を目指し、必要な国内法令の整備等に係る政府としての対応を検討中。（政府の
「障がい者制度改革推進本部」及び同本部に設置された「障がい者制度改革推進会議」の下で、教育関係
を含め、条約批准に向けた主要な論点につき検討が行われている。）

３　条約の批准・締結に向けた検討



第二十四条　教育
1　締約国は、教育についての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なしに、かつ、機会の

　均等を基礎として実現するため、次のことを目的とするあらゆる段階における障害者を包容する教育制
　度（inclusive education system）及び生涯学習を確保する。
　（a）　人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達させ、並びに人権、
　　　基本的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。
　（b）　障害者が、その人格、才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度
　　　まで発達させること。
　（c）　障害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。
2　締約国は、1の権利の実現に当たり、次のことを確保する。
　（a）　障害者が障害を理由として教育制度一般（general education system）から排除されないこと及び

障害のある児童が障害を理由として無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除され
ないこと。

　（b）　障害者が、他の者と平等に、自己の生活する地域社会において、包容され、質が高く、かつ、
　　　無償の初等教育の機会及び中等教育の機会を与えられること。
　（c）　個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。
　（d）　障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を教育制度一般の下で受けること。
　（e）　学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標に合致する効果的
　　　で個別化された支援措置がとられることを確保すること。

４　教育関係の主要な条文（仮訳）

　（１）障害者の権利に関する条約②



（教育）
第十四条　国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢、能力及び障害の状態に応じ、十分な教育が受け
られるようにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。

２　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調査及び研究並びに学校施設の整備を促進しなければ
ならない。

３　国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生徒と障害のない児童及び生徒との交流及び共同学習を
積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。

２　教育関係の規定

○昭和４５年　　　　　　　　心身障害者対策基本法制定
○平成　５年　　　　　　　　障害者基本法と改称
○平成１６年５月２８日　　障害者基本法の一部を改正する法案が可決成立
　　　　　　　　６月　４日　　公布・施行　　

１　経　緯

　同法附則第３条において、施行後５年を目途として検討し、必要な措置を講ずることとされている。

３　施行５年後の見直しについて

　（２）障害者基本法



障がい者制度改革推進本部

（内閣総理大臣を本部長とし
すべての国務大臣で構成）

障がい者制度改革推進会議

（障害者、障害者の福祉に関
する事業に従事する者、学識
経験者等）

部会（施策分野別）

●障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする
我が国の障害者に係る制度の集中的な改革を行うため、閣議
決定により設置。

●当面５年間を障害者制度改革の集中期間と位置付け、
・改革推進に関する総合調整
・改革推進の基本的な方針の案の作成及び推進
・｢障害｣ の表記の在り方に関する検討
等を行う。

障害者に係る制度の改革を始め、障害者施策の推進に関する
事項について意見

必要に応じ、部会を開催

【新たな推進体制の下での検討事項の例】

・障害者権利条約の実施状況の監視等を行う機関 （モニタリング機関）

・障害を理由とする差別等の禁止に係る制度

・教育

・雇用

・障害福祉サービス

等

　（３）障害者制度改革の推進体制



種別種別 氏名氏名 所属・役職等所属・役職等 備考備考 種別種別 氏名氏名 所属・役職等所属・役職等 備考備考

障害者障害者
団体関団体関
係の有係の有
識者識者

（（1414名）名）

小川　榮一小川　榮一 日本障害フォーラム（日本障害フォーラム（JDFJDF）代表）代表 議長議長 障害当障害当
事者以事者以
外の有外の有
識者・識者・
学識経学識経
験者験者

(11(11名名))

山崎　公士山崎　公士 神奈川大学教授神奈川大学教授

藤井　克徳藤井　克徳 日本障害者協議会（日本障害者協議会（JDJD）常務理事／）常務理事／

日本障害フォーラム（日本障害フォーラム（JDFJDF）幹事会議長）幹事会議長

議長議長
代理代理

勝又　幸子勝又　幸子 国立社会保障・人口問題研究所情報調査分国立社会保障・人口問題研究所情報調査分
析部長析部長

北野　誠一北野　誠一 おおさか地域生活支援ネットワーク理事長おおさか地域生活支援ネットワーク理事長

森 　 祐 司森 　 祐 司 日本身体障害者団体連合会常務理事・日本身体障害者団体連合会常務理事・
事務局長事務局長

佐藤　久夫佐藤　久夫 日本社会事業大学教授日本社会事業大学教授

尾上　浩二尾上　浩二 障害者インターナショナル（障害者インターナショナル（DPIDPI）日本会）日本会

議事務局長議事務局長
松井　亮輔松井　亮輔 法政大学教授法政大学教授

長 瀬 　 修長 瀬 　 修 東京大大学院特任准教授東京大大学院特任准教授

大久保常明大久保常明 全日本手をつなぐ育成会常務理事全日本手をつなぐ育成会常務理事 大谷　恭子大谷　恭子 弁護士弁護士

久松　三二久松　三二 全日本ろうあ連盟常任理事・事務局長全日本ろうあ連盟常任理事・事務局長 中島　圭子中島　圭子 日本労働組合総連合会（連合）総合政策局長日本労働組合総連合会（連合）総合政策局長

関口　明彦関口　明彦 全国「精神病」者集団運営委員全国「精神病」者集団運営委員 堂本　暁子堂本　暁子 前千葉県知事前千葉県知事

新谷　友良新谷　友良 全日本難聴者・中途失聴者団体連合会全日本難聴者・中途失聴者団体連合会
常務理事常務理事

清原　慶子清原　慶子 三鷹市長三鷹市長

門川紳一郎門川紳一郎 全国盲ろう者協会評議員全国盲ろう者協会評議員 （注２）（注２） 遠藤　和夫遠藤　和夫 日本経済団体連合会労働政策本部主幹日本経済団体連合会労働政策本部主幹 （注（注11））

大 濱 　 真大 濱 　 真 全国脊髄損傷者連合会副理事長全国脊髄損傷者連合会副理事長 ※※注注11　遠藤和夫氏（経団連）はオブザーバーとして参加。　遠藤和夫氏（経団連）はオブザーバーとして参加。

　　 注２　全国盲ろう者協会・門川委員の補佐として、福島注２　全国盲ろう者協会・門川委員の補佐として、福島 智・東京大学先端科学技術研究智・東京大学先端科学技術研究

　　　　　センター教授がオブザーバー参加。　　　　　センター教授がオブザーバー参加。
土本　秋夫土本　秋夫 ピープルファースト北海道会長ピープルファースト北海道会長

竹下　義樹竹下　義樹 日本盲人会連合副会長日本盲人会連合副会長

川崎　洋子川崎　洋子 全国精神保健福祉会連合会理事長全国精神保健福祉会連合会理事長

中西由起子中西由起子 アジア・ディスアビリティ・インスティテーアジア・ディスアビリティ・インスティテー
ト代表ト代表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔平成22年6月現在〕

障がい者制度改革推進会議 委員一覧



　　 （４）（４） 障がい者制度改革推進会議障がい者制度改革推進会議 開催状況・検討経緯開催状況・検討経緯

・第・第11回：回： 11月月1212日日((火火) ) ［［ 委員顔合わせ・検討課題の確認等委員顔合わせ・検討課題の確認等 ］］
・第・第22回：回： 22月月 22日日((火火) ) ［［ 障害者基本法障害者基本法 ］］
・第・第33回：回： 22月月1515日日((月月) ) ［［ 障害者自立支援法・総合福祉法（仮称）障害者自立支援法・総合福祉法（仮称） ］］
・第・第44回：回： 33月月 11日日((月月) [ ) [ 雇用、差別禁止、虐待防止雇用、差別禁止、虐待防止 ］］
・第・第55回：回： 33月月1919日日((金金) ) ［［ 教育教育、「障害」の表記、「障害」の表記､､政治参加政治参加 ］］
・第・第66回：回： 33月月3030日日((火火) ) ［［ 司法手続き、司法手続き、障害児障害児、医療、医療 ］］
・第・第77回：回： 44月月1212日日((月月) ) ［［ 交通・建物・情報のアクセス、所得保障、交通・建物・情報のアクセス、所得保障、障害者施策の予算確保障害者施策の予算確保 ］　］　
　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　（※※総合福祉部会の委員名簿公表：計総合福祉部会の委員名簿公表：計5555名）名）
・第・第88回：回： 44月月1919日日((月月) ) 関係団体ヒアリング関係団体ヒアリング （障害者関係（障害者関係1212団体）団体）
・第・第99回：回： 44月月2626日日((月月) ) 関係省庁・団体ヒアリング（文科省・教育関係団体関係省庁・団体ヒアリング（文科省・教育関係団体 〔〔全国特別支援全国特別支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校長会・全国連合小学校長会・全国特別支援学級設置学校長協会、学校長会・全国連合小学校長会・全国特別支援学級設置学校長協会、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別支援教育推進連盟等特別支援教育推進連盟等〕〕、法務省、総務省）　　、法務省、総務省）　　
・第・第1010回：回： 55月月1010日日((月月) ) 関係府省ヒアリング（厚労、総務、国交省）、「障害」の表記等関係府省ヒアリング（厚労、総務、国交省）、「障害」の表記等
・第・第1111回：回： 55月月1717日日((月月) ) 外務省ヒアリング、「第一次意見」骨子案提示外務省ヒアリング、「第一次意見」骨子案提示
・第・第1212回：回： 55月月2424日日((月月) ) 「第一次意見」（制度改革の基本方向）推進会議案の総合討議「第一次意見」（制度改革の基本方向）推進会議案の総合討議
・第・第1313回：回： 55月月3131日日((月月) ) 「第一次意見」案の総合討議「第一次意見」案の総合討議
・第・第1414回：回： 66月月 ７日（月）７日（月） 「第一次意見」取りまとめ「第一次意見」取りまとめ
・第・第1515回：回： 66月月2828日日((月月) ) 第一次意見結果報告、今後検討すべき課題・スケジュール第一次意見結果報告、今後検討すべき課題・スケジュール
・・66月月2929日　「第一次意見」を踏まえた障がい者制度改革推進本部の方針決定日　「第一次意見」を踏まえた障がい者制度改革推進本部の方針決定 及び及び 閣議決定閣議決定

・第・第1616回：回： 77月月1212日日((月月) ) 有識者ヒア：司法アクセス、有識者ヒア：司法アクセス、虐待防止、虐待防止、児童権利条約に係る審査等児童権利条約に係る審査等



障がい者制度改革推進会議（障がい者制度改革推進会議（4/264/26）） ヒアリング項目にヒアリング項目に
対する文部科学省意見書ポイント①対する文部科学省意見書ポイント①

【【総論総論】】

○○　　特別支援教育の推進に関する政府としての基本的考え方は、特別支援教育の推進に関する政府としての基本的考え方は、
「「インクルーシブ教育システムの構築という障害者権利条約インクルーシブ教育システムの構築という障害者権利条約
の理念を踏まえ、の理念を踏まえ、発達障害を含む障害のある子ども一人ひと発達障害を含む障害のある子ども一人ひと
りのニーズに応じた一貫した支援を行うために、関係機関等りのニーズに応じた一貫した支援を行うために、関係機関等
の連携によりの連携により学校現場における特別支援教育の体制整備を学校現場における特別支援教育の体制整備を
進めるとともに、教員の特別支援教育に関わる専門性の向上進めるとともに、教員の特別支援教育に関わる専門性の向上
等により、特別支援教育の推進を図ります等により、特別支援教育の推進を図ります。」（子ども・子育て。」（子ども・子育て
ビジョンビジョン〔〔平成平成2222年年11月月2929日閣議決定日閣議決定〕〕より）とするもの。より）とするもの。

○　文部科学省としては、インクルーシブ教育システムについて、○　文部科学省としては、インクルーシブ教育システムについて、
理念だけではなく人的・物的条件整備とセットでの議論が必理念だけではなく人的・物的条件整備とセットでの議論が必
要要と考える。条件整備が整わない中でのと考える。条件整備が整わない中での理念のみのインクルー理念のみのインクルー
シブ教育は、結果として、子どもの「能力を可能な最大限度まシブ教育は、結果として、子どもの「能力を可能な最大限度ま
で発達させる」との目的（障害者権利条約第で発達させる」との目的（障害者権利条約第2424条）を損なう恐条）を損なう恐
れれがあることに留意すべきであると考える。があることに留意すべきであると考える。



障がい者制度改革推進会議（障がい者制度改革推進会議（4/264/26）） ヒアリング項目にヒアリング項目に
対する文部科学省意見書ポイント②対する文部科学省意見書ポイント②
人的体制・物的条件整備に係る試算（義務教育段階）人的体制・物的条件整備に係る試算（義務教育段階）

・・・　障害者権利条約に規定された、子どもの「能力を可能な最大限度まで・・・　障害者権利条約に規定された、子どもの「能力を可能な最大限度まで
発達させる」との目的を損なわないようにするため、必要な人的体制・物的条発達させる」との目的を損なわないようにするため、必要な人的体制・物的条
件整備の検討について、以下のとおり二つの想定の下に試算件整備の検討について、以下のとおり二つの想定の下に試算

（想定Ａ）

　居住地域の小・中学校の通常学級へ
の就学を原則とし、保護者が希望する
場合のみ特別支援学校に就学するもの
とする。この場合、小・中学校においてど
のような障害の子どもにも対応できるよ
う条件整備を行う必要があるとの考えの
下、必要な条件整備を仮定して試算。

　教員等　　　２兆１，６５５億円

　施設・設備　９兆９，８３０億円

（想定Ｂ）
　特別支援教育体制の一層の充実を図り
ながらインクルーシブ教育システムに漸
進的に移行するものとする。就学先の学
校については、保護者に小・中学校と特
別支援学校それぞれの教育と提供可能
な合理的配慮について十分な情報提供を
行い、保護者の希望を踏まえつつ、義務
教育の実施に責任を有する教育委員会
が総合的に判断するとの上記の考え方の
下、必要な条件整備を仮定して試算 。

　教員等　　　　　１，０９１億円

　施設・設備　１兆２，３８０億円

（注意） 想定・必要な条件整備は省略。試算については今後詳細な検討が必要なもの。



障がい者制度改革推進会議　第一次意見障がい者制度改革推進会議　第一次意見 （平成（平成2222年年66月）月）

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」
（教育関係抜粋）①（教育関係抜粋）①

【【地域における就学と合理的配慮の確保地域における就学と合理的配慮の確保】】

　以下を実施すべきである。　以下を実施すべきである。

・　障害の有無にかかわらず、・　障害の有無にかかわらず、すべての子どもは地域の小・中学校に就学し、かつ　すべての子どもは地域の小・中学校に就学し、かつ　
通常の学級に在籍することを原則通常の学級に在籍することを原則とし、とし、本人・保護者が望む場合のほか、ろう者、本人・保護者が望む場合のほか、ろう者、
難聴者又は盲ろう者にとって最も適切な言語やコミュニケーションの環境を必要　難聴者又は盲ろう者にとって最も適切な言語やコミュニケーションの環境を必要　
とする場合には、特別支援学校に就学し、又は特別支援学級に在籍することが　とする場合には、特別支援学校に就学し、又は特別支援学級に在籍することが　
できるできる制度へと改める。制度へと改める。

第３ 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方

　４．個別分野における基本的方向と今後の進め方
　　　以下の各個別分野については、推進会議の問題認識を踏まえて改革の集中期間
　 内に必要な対応を図るよう、横断的課題の検討過程や次期障害者基本計画の策定
　 時期等も踏まえた改革の工程表を示していくべきであり、事項ごとに関係府省にお
いて検討を進め、所要の期間内に結論を得て、必要な措置を講ずるべきである。

（中略）

２）教育

（推進会議の問題認識）



障がい者制度改革推進会議　第一次意見障がい者制度改革推進会議　第一次意見 （平成（平成2222年年66月）月）

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」
（教育関係抜粋）②（教育関係抜粋）②

（政府に求める今後の取組に関する意見）
○　障害のある子どもが障害のない子どもと共に教育を受けるという障害者権利条約
　のインクルーシブ教育システム構築の理念を踏まえ、体制面、財政面も含めた教育
　制度の在り方について、平成22年度内に障害者基本法の改正にもかかわる制度改

　革の基本的方向性についての結論を得るべく検討を行う。

・　特別支援学校に就学先を決定する場合及び特別支援学級への在籍を決定する

　場合や、就学先における必要な合理的配慮及び支援の内容を決定するに当たって
　　

　は、本人・保護者、学校、学校設置者の三者の合意を義務付ける仕組みとする。ま
　

　た、合意が得られない場合には、インクルーシブ教育を推進する専門家及び障害

　当事者らによって構成される第三者機関による調整を求めることができる仕組みを

　設ける。

・　障害者が小・中学校等（とりわけ通常の学級）に就学した場合に、当該学校が

　必要な合理的配慮として支援を講ずる。当該学校の設置者は、追加的な教職員

　配置や施設・設備の整備等の条件整備を行うために計画的に必要な措置を講ずる。

（推進会議の問題認識）



【【学校教育における多様なコミュニケーション手段の保障学校教育における多様なコミュニケーション手段の保障】】
　以下を実施すべきである。　以下を実施すべきである。

・　手話・点字・要約筆記等による教育、発達障害、知的障害等の子どもの特性に応・　手話・点字・要約筆記等による教育、発達障害、知的障害等の子どもの特性に応
じた教育を実現するため、手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた視覚障じた教育を実現するため、手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた視覚障
害者を含む教員、手話通訳者、要約筆記者等の確保や、教員の専門性向上に必害者を含む教員、手話通訳者、要約筆記者等の確保や、教員の専門性向上に必
要な措置を講ずる。要な措置を講ずる。

・　教育現場において、あらゆる障害の特性に応じたコミュニケーション手段を確保す・　教育現場において、あらゆる障害の特性に応じたコミュニケーション手段を確保す
るため、教育方法の工夫・改善等必要な措置を講ずる。るため、教育方法の工夫・改善等必要な措置を講ずる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

障がい者制度改革推進会議　第一次意見障がい者制度改革推進会議　第一次意見 （平成（平成2222年年66月）月）

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」
（教育関係抜粋）③（教育関係抜粋）③

（政府に求める今後の取組に関する意見）

○ 手話・点字等による教育、発達障害、知的障害等の子どもの特性に応じた教育を

　実現するため、手話に通じたろう者を含む教員や点字に通じた視覚障害者を含む

　教員等の確保や、教員の専門性向上のための具体的方策の検討の在り方につい

　て、平成24年内を目途にその基本的方向性についての結論を得る。

（推進会議の問題認識）



　（前略）立法府においては、障害者の虐待防止に係る制度の法制化に向けた検　（前略）立法府においては、障害者の虐待防止に係る制度の法制化に向けた検
討がなされているが、今後の法整備に当たっては、政府が行う場合も含め、次討がなされているが、今後の法整備に当たっては、政府が行う場合も含め、次
の方針に沿って検討されるべきである。（中略）の方針に沿って検討されるべきである。（中略）

（虐待行為者の範囲）（虐待行為者の範囲）

・　障害者の生活場面に日常的に直接かかわりをもつ親族を含む介助者、福祉従・　障害者の生活場面に日常的に直接かかわりをもつ親族を含む介助者、福祉従
事者、事業所等の使用者（従業員を含む。）に加えて、事者、事業所等の使用者（従業員を含む。）に加えて、外部からの発見が困難外部からの発見が困難
な学校な学校や精神科を始めとする病院や精神科を始めとする病院等における関係者についても範囲に含める等における関係者についても範囲に含める。。

（早期発見・通報義務）（早期発見・通報義務）

・　虐待の事実を早期に発見できるようにする観点から、障害者の生活に関連す・　虐待の事実を早期に発見できるようにする観点から、障害者の生活に関連す
る者等に対し、早期発見を促す仕組みとする。る者等に対し、早期発見を促す仕組みとする。

・　虐待の発見者に対して、救済機関への通報義務を課すとともに、当該通報者・　虐待の発見者に対して、救済機関への通報義務を課すとともに、当該通報者
の保護のための措置を講ずる。の保護のための措置を講ずる。

障がい者制度改革推進会議障がい者制度改革推進会議 第一次意見第一次意見 （平成（平成2222年年66月）月）

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」「障害者制度改革の推進のための基本的な方向」
（教育関係抜粋）④（教育関係抜粋）④

（政府に求める今後の取組に関する意見）

○ 障害者に対する虐待防止制度の構築に向け、推進会議の意見を踏まえ、速やか

　に必要な検討を行う。

６）虐待防止
（推進会議の問題認識）



　　 （５）（５） 障害者権利条約の理念を踏まえた「特別支援教育の在り方に障害者権利条約の理念を踏まえた「特別支援教育の在り方に
　　　　関する特別委員会」の設置について　　　　関する特別委員会」の設置について （平成（平成2222年年77月月1212日）日）

（１）インクルーシブ教育システムの構築という権利条約の理念を踏まえた就学相談・就学先決定の在り方
　　及び必要な制度改革
（２）上記制度改革の実施に伴う体制・環境の整備
（３）障害のある幼児児童生徒の特性・ニーズに応じた教育・支援の実施のための教職員等の確保及び
　　専門性の向上のための方策
（４）その他

２　主な検討事項

　障害者の権利条約に関する条約（平成19年9月日本政府署名、以下「権利条約」）の批准に向けた国内法令

の整備等について、現在全閣僚による「障がい者制度改革推進本部」及びその下に設置された「障がい者制
度改革推進会議」における議論・検討が進められている。同会議の「第一次意見」（6月７日取りまとめ）を踏ま
えた閣議決定「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成22年6月29日）において、「（前

略）権利条約のインクルーシブ教育システム構築の理念を踏まえ、体制面、財政面も含めた教育制度の在り方
について、平成22年度内に（中略）制度改革の基本的方向性についての結論を得るべく検討を行う。」との方

針が盛り込まれたことを踏まえ、初等中等教育分野におけるこれら課題に係る審議検討を行うことを目的とし
て、中央教育審議会初等中等教育分科会に標記特別委員会を設置する。

　平成22年秋～冬に中間まとめを行った上、平成22年度中に一定の結論を得ることを目途とする。平成23年
度以降も検討を継続する必要があれば、引続き本委員会での検討を実施することとする。

３　検討期間

１　趣旨・目的



氏 名 所 属 ・ 役 職 等

東京都立竹台高等学校長、全国高等学校長協会長青山 彰
安彦 忠彦 早稲田大学教育・総合科学学術院教授

○石川 准 静岡県立大学国際関係学部教授、NPO法人全国視覚障害者情報提供施設協会理事長
大久保常明 社会福祉法人 全日本手をつなぐ育成会常務理事
太田 裕子 品川区立鈴ヶ森小学校長（前・東京都教育庁指導部副参事）
大南 英明 全国特別支援教育推進連盟副理事長
岡上 直子 全国幼児教育研究協議会副理事長、練馬区立光が丘さくら幼稚園長（前・全国国公立幼稚園長会会長）
尾崎 祐三 都立南大沢学園特別支援学校長、全国特別支援学校長会会長
乙武 洋匡 作家、前杉並区立杉並第四小学校教諭
貝谷 久宣 社団法人日本筋ジストロフィー協会理事長、医療法人和楽会理事長
河本 眞一 中野区立桃園小学校長、全国特別支援学級設置学校長協会会長
北住 映二 心身障害児総合医療療育センターむらさき愛育園長、一般社団法人日本小児神経学会 社会活動委員会副委員長
木舩 憲幸 広島大学大学院教育学研究科教授
清原 慶子 三鷹市長
齋藤 幸枝 特別区教育長会会長、全国心臓病の子どもを守る会会長
佐竹 京子 全国肢体不自由特別支援学校PTA連合会事務局長、全国障害種別PTA会長連絡協議会世話人
品川 裕香 教育ジャーナリスト、発達性ディスレクシア研究会理事
新藤 久典 新宿区立西戸山中学校長、全日本中学校長会会長
杉山登志郎 あいち小児保健医療センター心療科部長・保健センター長
髙橋 健彦 茨城県東海村教育長、全国町村教育長会長
中澤 惠江 独立行政法人国立特別支援教育総合研究所企画部上席総括研究員
中村 文子 NPO法人若駒ライフサポート理事、NPO法人東京都自閉症協会前理事（元・全国知的障害特別支援学校PTA連合会会長）
久松 三二 財団法人全日本聾唖連盟事務局長

◎宮﨑 英憲 東洋大学文学部教授
向山 行雄 中央区立泰明小学校長、全国連合小学校長会長
山岡 修 日本発達障害ネットワーク副代表、全国LD親の会理事
山口 利幸 長野県教育委員会教育長

（◎：委員長、○：委員長代理）
（平成22年7月20日現在）

中央教育審議会初等中等教育分科会
特別支援教育の在り方に関する特別委員会 委員名簿



＜本件問い合わせ先＞

　　　　文部科学省初等中等教育局
　　　　　特別支援教育課企画調査係

　　　　　　電話番号　０３－５２５３－４１１１（内線３１９３）
　　　　　　　　　　　　　０３－６７３４－３１９３（直通）
　　　　　　 E - mail　tokubetu@mext.go.jp

＜特別支援教育の在り方に関する特別委員会情報＞

　　http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/044/siryo/1296168.htm



ご清聴
　ありがとうございました


